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本研究は、フランスの 『住』を取 り巻 く経済的な生活支援制度の枠組みに関する研究である。従来、住宅政策の領域

か ら住宅手当の研究はされているが、本研究の特徴は、社会保障制度の家族給付制度の枠組みに注 目し 『住』関連施策

として住宅手当制度APL、ALS、ALFと 「不安定化 に対する給付」参入最低所得RMIを 取 り上げその動向を考察 したこ

とにある。考察からは住宅手当制度の縫合化政策 『ブックラー ジュ』(bouclage)の 進展が見 られ、また住宅手当制度 と

参入最低所得制度RMIの 間で整合性の確保などが今後の課題 と受けとめられ る。
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     This is a paper which examines the framework of economical life-supporting systems centered on housing issue in France. 

Although housing subsidy system is already examined in a housing policy, the aim of this paper is to verify it also from the 

viewpoints of social security system. The budget of three housing subsidies, APL, ALS, ALF and RMI:Revenu Minimim 

d'Insertion is clarified using datas from CNAF. This analysis concludes that the housing subsidy system strengths the orientation 

of bouclage policy and there should be certain ajustement between two aids systems.

1.は じめに

1.1研 究の目的

フランスは、現段階でも財政的には厳 しい状況に置か

れなが らも、市民の最低限の暮 らしの保障、セイフテ ィ

ーネ ッ トの構築を優先 し市民の生活の安定をめざしてい

る。全住宅の2割 を超 える公的住宅HLMの 量的充実、

住宅手当の拡充、住宅市場整備 と、『住』を取 り巻 く社会

環境整備に向けて様々な試みがされている。

フランスの住宅政策を住宅関連支 出か ら傭諏する と、

諸外国の住宅関連支出では建設 ・改善への融資 ・補助金

等の 「石への援助」1)と 住宅手当等の 「人への援助」2)

で予算的制約からどち らかにウエー トがおかれることが

多いが、フランスは両方に重きをおいている国 といえよ

う。そ して特に住宅手当は住宅関連支出の5割 を占め住

宅政策の重点メニューになっている。

今回の研究 目的は、『住』 を中心 とする生活支援制度、

つま り経済的側面からの支援制度の総体 を把握 し、その

実態を明らかに し課題を整理することにある。経済的側

面からの生活支援制度では、住宅手当だけでは不十分で、

家族給付制度の中の他の 『住』関連施策も動きも同時に

捉える必要がある。そ こで今回は、家族給付制度の枠組

みの中の35種 ある手当の うち、『住』関連施策 として住

宅手当3種(対 人住宅手当APL・ 社会住宅手当ALS・ 家

族住宅手当ALF)と 参入最低所得RMI:RevenuMinimum

d'lnsertionの 合計4手 当を取 り上げ考察することに した。

具体的には、(1)家 族給付制度全体の枠組み、(2)縫 合化

政策 『ブックラージュ』 に代表 され る住宅手当制度の変

容、(3)『 住』関連施策 としての参入最低所得制度RM

Iの 考察、(4)住 宅手当制度 と参入最低所得制度RMI

の関連等について明らかにしていきたい。
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1.2研 究の枠組み

論文の構成は6章 構成である。1章 は序章で研究の目

的 ・枠組み ・フランスの社会経済環境、2章 は経済的な

生活支援制度の枠組み一家族給付制度、3章 は暮 らしの

『住』 を支える住宅手当制度、4章 は暮 らしの中の自立

支援策 としての参入最低所得制度RMI、5章 は住宅手当

制度 と参入最低所得制度RMIの 関連、最後の6章 がま と

めである。

研究では、半分 を住宅手当も参入最低所得RMIも 日本

に該 当す る制度がないので制度概要の紹介に費や し、残

り半分を具体の資料等か ら各制度の実態把握 と考察に向

けている。データーの収集には制約があったが、住宅手

当制度については施設省 と全国家族手当金庫CNAFの 資

料を、また参入最低所得制度RMIに ついては全国家族手

当金庫CNAF、 県家族手当金庫に加 え、運用実態の理解

の一助のために支給窓口の市町村 の福祉課の資料を参考

に した。

1.3フ ランスの社会経済環境

日本 は、 ここ2～3年 で景気 が特 に悪化 し失業率が

5%台 にまで上昇 してきた。 しか し、雇用は戦後か ら失

業率1%以 下の完全雇用 を実現 し続 け安泰だった。一方、

フランスはオイル ショック以降の緊縮財政下で景気低迷

が続き1980年 代後半か らは失業率も10%以 上の高水準

で推移 してきた国である(図 一1)。 社会経済環境の悪化

は、失業手当等の社会保障費の負担増による財政圧迫 と

なって フランス政府 の大きな課題 とされ てきた。特に

1980年 代後半か ら失業者 が増えてくると、失業手当が切

れたあとの従来の社会保障制度のセーフテ ィネ ッ トから

取 り残 され る層の問題等が顕在化 してきた。

しか し、フランス社会のさまざまな断片から生活困窮

層(personnesd6favoris6es)が 生みだされ る一方で、そ う

した人々の 「居住の権利」も声高に謳われるようになっ

た。 フランス政府 は、数多 くの対応策を分野別に打ち出

し住宅 ・都市政策の分野にも及んでい る。1990年 の 「ベ

ッソン法」(LoiBesson)は 「住宅への権利」の保障は国

家的連帯の義務だとしているし、1991年 の 「都市の方向

づけに関する法律」(Loid'Orientationpourlaville)も 「都

市への権利」 を謳って社会的隔離現象を回避す るための

政策を提示 してきている。

1980年 代、1990年 代の住宅手当制度を概観するには、

住宅政策の全体的な方向性や行方を読み解 くばか りでは

な く、併せて困窮者層への政策対応の理解を深 めること

も求め られている。こうした点からも、『住』を含む暮 ら

しの自立支援策 としての参入最低所得RMIの 制度 も注

目されるところである。

2.経 済的な生活支援制度の枠組み一家族給付制度

2.1家 族給付制度概観

フランスの社会保障制度は、大きくリスク別に「医療」、

「老齢」、「家族」、「失業」に分類 されていて、「家族」リ

スクに向けた家族給付制度はその代表的なものである。

フランスは、上記の4リ スクに対応す る社会保障制度の

サー ビス ・給付の枝が発達 し、暮 らしのセーフティーネ

ッ トが保障されている国としての評価を得ている。

家族給付制度の成立のきっかけは、そ もそ も 「子供の

養育の社会化 」にあった。最初の家族給付制度 は、1932

年3月11日 法の家族手当にさかのぼる。家族給付の名称

に表れているとお り、1970年 代までは家族手当等、子供

の養育をめざした、後述の 「扶養給付」に分類 され るも

のが主であった。 しか し、1970年 代に入ると、家族給付

制度 は 「扶養給付」以外のものにまでその対象 を随時広

げてい く。 「住宅給付」である住宅手当APLが1977年 に

出現 した り、1971年 に障害者関連政策が立ち上がって以

来1975年 には成人障害者手当AAHや 特別教育手当AES

等各種の 「障害給付1が できた り、また1980年 代には社



会経済環境の悪化 に対応す る対応策 として 「不安定化に

対する給付」の参入最低所得RMIが1988年 に創設 され

た りと、家族給付制度 自体の性格が大きな変容を遂げて

いくプロセスがみられた。

2.2家 族 給 付 制 度 の 枠 組 み

こ こで は 、 フ ラ ン ス の 家 族 給 付 制 度 の 紹 介 を お こ な い

た い 。 『住 』 関 連 施 策 の 考 察 の ま え に 、『住 』 関 連 施 策 を

包 含 して い る家 族 給 付 制 度 全 体 を 捉 え る こ とが 不 可 欠 だ

か らで あ る 。全 国 家 族 手 当 金 庫CNAFの 資 料 で 、家 族 給

付prestationfamiliale(直 接 給 付 の み)の 項 目別 の 支 出 の

推 移 を1973年 か ら2000年 ま で み た も の が あ る(表 一1)。

フ ラ ン ス の 家 族 給 付 は 直 接 的 給 付 と 間接 的 給 付 に 大 別 さ

れ る が 、 この 研 究 で は個 々 人 が 受 給 す る給 付 を み た い の

で 直接 的 給 付 の み を あ つ か うこ と に した い。

フ ラ ン ス の 家 族 給 付 の うち 直接 的 給 付 に 分 類 され る 手

当 は 全 部 で35あ る。 こ の35種 の 手 当 の 分 類 に つ い て は

幾 つ か の 考 え か た が あ る が 、こ こ で は4種 の 給 付 、A.「扶

養 給 付 」(prestationsd'entretien)、B.「 住 宅 給 付 」

(prestationsdulogement)、C.「 障 害 給 付 」(prestations

d'invalidit6)、D.「 不 安 定 化 に 対 す る 給 付 」(prestations

pourlapr6carit6)に 分 類 す る こ とに す る。

1)A「 扶養給付」

A.「 扶養給付」は、その中を手当の性格別に、a)子供

の扶養一般、b)出生 ・乳幼児、c)単親 、d)その他に分けて

い る。a)[子 供の扶養一般]関 連では、家族手当(AF)、

家族補足手当(CF)、 単一給与 ・保育費の増加分、新学

期手当(ARS)、 就学援助(AAS)の5手 当、b)[出 生 ・

乳幼児]関 連では、幼児手当(APJE)、 養育手当(APE)、

保育手当(AGED)、 ベ ビー一シッター雇用援助(AFEAMA)、

養子手当(AA)、 妊婦手当(APre)、 生後手当(APos)、

産休手当、母子保護助成金 とい う9手 当、またc)[単 親]

関連では、単親手当(API)、 家族扶養手当(AO-ASF)

の2手 当、d)[そ の他]で は、本国外手当、CEE協 約、

区分別 手当、保護費の4手 当である。 「扶養給付」だけで、

合計で20も の手 当が存在 していることは注 目に値す る。

もともと、フランスの家族給付制度はA.「 扶養給付」

か ら出発 しているがその種類の多 さは前述のとお りであ

る。家族給付制度の中では、個人に負担がかか りす ぎな

いよう子供の扶養 ・養育費の社会負担のためのメニュー

を多数用意 してきた経緯がある。A.「 扶養給付 」のなか

で代表的なのが家族手当である。家族手当(AF)は 、子

供を2人 以上養育 してい る世帯に所得制限なしに子供の

数 に応 じて増額 される手当で、フランス社会では一般に

普及 している。また、子供の数が多い世帯に対 しては、

家族補足手当(ACF)が3人 以上の子供の養育 とい う条

件の もと支給 されている。 フランスでも出生率の低下が

み られ 、1人 の女性が生む子供の数は1985年 の1.81人

から1993年 には1.65人 に減少 してきている。「扶養給

付」は、一般的に子供の誕生 ・養育を連帯的に支援 しよ

うとす るもので、養 育によって世帯の生活水準が低下 し

ないよ うに経済的援助するものである。他国に比べ 「扶

養給付」の充実が著 しい。子供の養育の社会化を国のス

ローガ ンに掲 げて、その費用負担 を国家的連帯のもとに

おこな うとい うフランス政府が貫いてきた明快な姿勢が

みえる。

2)B.「 住宅給付」

また、B.「 住宅給付」では、代表的な3手 当、家族住

宅手当(ALF)、 対人住宅手当(APL)、 社会住宅手当(ALS)

のほかにも6手 当が存在 している。

1948年 に最初にできた最初の家族住宅手当(ALF)は 、

戦後直後の家賃統制 を外れて家賃が高騰 していく状況下

で、子供のい る扶養家族の多い世帯を住居費負担増か ら

解放するためにっ くられたものだった。その後1977年 に

創設 された対人住宅手当(APL)は 、創設 当初は、家族

住宅手当(ALF)と は別の ロジック、すなわち住宅政策

上の要請その ものから生まれたものであった。一定の支

出をして居住水準が担保 された住宅の場合 には、ス トッ

ク対策に貢献 した見返 りとい う点か ら、手当が支給 され 、

結果、入居者の住居費負担が軽減 されることになる。 し

かし対人住宅手当(APL)は その後の制度改正を経て、

当初の住宅政策上のクリアすべき要件をある程度形骸化

させることにもなってい く。また、社会住宅手当(ALS)

も、居住水準の担保 を要求せず、フランス社会 にみ られ

た多様 な家族形態の出現に対応 して支給対象の拡大を図

り、標準的家族外であるために手当を受け られない とい

う弊害を打破 していった。 これ らの住宅手当の性格や受

給の実態は、住宅手当制度の変容の過程、縫合化政策 『ブ

ックラージュ』の過程での議論 と関係 してくるので、後

の3.暮 らしの 『住』を支 える住宅手当制度 で詳 しく述

べることにする。

3)C「 障害給付」

C.「障害給付」も、1970年 代の障害者政策の展開によ

って、家族給付の中での充実が図 られつつある。成人障

害者手当(AAH)、 特別教育手当(AES)が ある。この研

究では、直接的には関係ないので触れないことにする。

4)D.「 不安定化に対す る給付」

D。「不安定化に対す る給付」には、参入最低所得(RMI)、

家族収入補 足(SURF)、 特別待機 手当(ASA)の3つ が

ある。これ らの手当は、特に1980年 代以降の、社会経済
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1973 1975 1980 1985 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000

A.「扶養給付」小計 24711 30234 56485 92484 109725 113177 ll6798 127918 132091 136948 140011 148781 147324 150142 151277

a)子 供の扶養一般

家族手当(AF) 16639 20109 32060 54942 64164 65949 67485 69786 70869 71543 71666 72629 68863 72529 71855

家族補足手 当(CF) 14821 22735 8891 9224 9567 10028 10307 10424 9919 9828 9907 9818 10069

単一給与・保育費の増加分 5699 6565 563 4

追加・新学期手当(ARS) 651 1082 1578 2026 2081 2141 8310 8583 8616 5735 9101 211 9129 8983

就学橿助(AAS) 741 823 807 822 7 ・2 0

b)出 生 ・乳 幼 児 25655 26713 28107 29819 31100 34665 40894 45020 47875 46937 48425

幼児手当(APJE) 1341 19419 19957 20243 20608 20628 19861 18699 17637 17748 17748 18037

短期幼児手当CRな し1996年 まで 1336 5369 5500 5459 5428 5556 5692 5239 4984 5124 5209 5354

長期幼児手当CRあ り 5 14051 14457 14784 15180 15072 14169 13460 12653 12624 12539 12682

養育手当(APE) 8 5971 5933 5733 5589 5754 8170 12918 17159 18065 18242 18365

保育手 当(AGED) 257 272 300 440 522 937 1798 2222 1661 856 883

ベビーシッター雇 用 橿助(AFEAMA) 534 1806 3165 4186 5652 7421 7974 10379 10068 11118

養子手当(AA) 9 20 22 22 23 23

妊婦 手 当(APre) 773 837 1494 1272

生後 手 当(Apos) 711 807 2433 2653

産休手当 154 !90 298 446

母子保護助成金 1 1 8 17 25 17 10 37 37 5 1

c)単 親 402 586 3019 6362 7965 8180 8409 8863 9373 9691 9745 10002 10129 10343 10618

単親手当(API) 1094 3018 4104 4189 4311 4576 4771 4804 4596 4648 4591 4640 4738

家族扶養手当(AO-ASF) 402 586 1925 3344 3861 3991 4098 4287 4602 4887 5148 5354 5538 5703 5880

d)そ の他 333 489 714 1142 1024 1031 1090 1112 1118 1186 1246 1378 1330 1388 1327

本国外手当 301 437 508 805 310 268 280 255 217 193 183 182 168 138 153

CEE協 約 41 59 19 6 2 2

区分別手 当 23 74 167 184 186 186 155 172 173 190 175 180 117

保護費 32 52 142 204 528 573 622 672 746 821 889 1007 986 1070 1057

B.r住 宅給 付 」小 計 3827 6537 12786 33991 49323 52598 57474 63492 68113 71251 72862 75289 77638 79947 80795

家族住宅手当(ALF) 3724 4980 7348 12151 12240 12775 13281 14111 14897 15396 15630 16218 16906 17697 18466

対人住宅手当(APL) 1330 13478 27568 29501 31162 32506 34074 35690 36436 37670 38605 39141 38957

社会住宅手当(ALS) 1414 3422 7476 9397 10256 12962 16804 19032 19988 20563 21144 21838 22795 23000

家族転居奨励金 102 127 191 293 31 28 26 19 18 22 24 25 25 27 25

FNH転 居奨励金 92 319 31 24 23 21 24 26 29 27 27 25 25

社会的転居奨励金 1 16 43 61

困窮者臨時宿舎機関援助(ALT) 4 56 129 203 244 268 295 333

居住改普奨励金(PAH) 33 24 一7 14 20 26 11 一23 ・38 ・32 ・33 ・11

若年世帯融資(PJM) 327 189 63

α 「障害給付」小計 95 224 5763 13000 16978 17846 18741 19676 20904 22336 23934 25009 26096 27474 28579

成人障害者手当(AAH) 54 156 5273 12001 15687 16471 17268 18069 19220 20575 22118 23119 24136 25436 26424

特別教育手当(AES) 41 68 490 999 1291 1375 1473 1607 1684 1761 1815 1890 1960 2038 2156

D.「不安定化に対する給付」小計 92 10076 11795 13487 15853 19013 20828 22353 24306 27257 30057 29982

参入最低所得(RM) 10025 11794 13487 15853 19013 20828 22353 24306 27252 30034 29960

家族収入補足(SURF) 92 51 1

特別待機手当(ASA) 4 23 21

直接給付合計(E=A+【L+α+Dj 28633 36995 75034 139567 186102 195416 206500 226938 240122 251363 259159 273384 278314 287620 290633



の6年 間でみて も28%の 支出贈を記録 している。 また、

住宅手 当受給世帯数でみても、1996年 時点で全世帯の

23.8%が 受給す るフランスでは普及 した制度であること

がわかる。

3.1住 宅手当制度概観

最初につ くられた住宅手当は、家族給付制度のB.「 住

宅給付」に位置づけ られ る家族住宅手当ALFで ある。そ

の後、1971年 に社 会住宅手当ALSが 、1977年 に対人住

宅手当APLが 創設 されている。 ここに、1977年 以降の

住宅手当制度の変遷を簡単にまとめてみる。

1)《住宅手当APLの 創設》

1977年 に一定の居住水準を満たす ことを条件 とした

対人住宅手当APLが 創設 されたが、これは既存の2つ の

住宅手当と異な り住宅ス トックの質の底上げとい う住宅

政策上の要求か ら生まれてい る。APL賃 貸 とAPL分 譲の

両方が用意された。

2)《住宅手当APLの 縫合化政策 『ブ ックラージュ』》

1988年 に初 めての住宅手当APLに っいての改正が実

施 されている。住宅手当APLの 受給世帯を、APLaccession、

APL1-location、APL2a、APL2bの4つ に分類 している。

特に社会賃貸セ クターでは、APLI。locationは 「1987

年1月1日 より前に協定 を結んだ住宅 と1988年1月1

日以降に新規建設 ・取得 ・改善によって協定を結んだ住

宅」、APL2-aは 「1988年1月1日 以降改善工事な しで協

定を結んだ住宅(基 本合意書がある場合にのみ協定締結

が可能である。)(主 として古いHLM・SEM等 の既存賃

貸住宅)」、APL2-bは 「1988年1月1日 以降PALULOS

やANAH補 助 で改善工事 をして協定 を結んだ既存社会

住宅」の居住者を対象とした。

特徴的なのは、公的賃貸セクター向けにAPL2aを 設 け、

住宅手当APLの 基本条件 として扱われてきた居住水準

の制約 をはず したことである。住宅手当APLの 支給の原

則に居住水準の担保がな くなったことは住宅手当APL

の性 格 上の大 き な変革 を意 味 してい る。(住 宅 手当

APL2aは 居住水準が担保 されていないため支給水準は他

より低い。)1988年 以降1991年 までに、「低所得で、居

住水準の低い住宅に住む、25歳 以上65歳 未満 の夫婦世

帯、カップル世帯、単身者世帯の合計15万 世帯」が住宅

手当APL2aと して受給世帯に取 り込まれている。

社会賃貸セ クターを対象に全世帯が収入水準のみに応

じて住宅手当APLを 受給できるようにしたこの措置は、

住宅手当APLの 縫合化政策 『ブ ックラ…一一ジュ』と呼ばれ

ている。1991年 に住宅手当APL2aと 住宅手当APL2bの

区別は廃止され住宅手当APL2に 統一されている。

3)《住宅手当ALSの 縫合化政策 『ブックラージュ』》

住宅手当APLの 縫合化政策 『ブ ックラージュ』に引き

続き住宅手当ALSの 縫合化政策 『ブックラージュ』が実

施 された。住宅手当ALSの 縫合化政策『ブ ックラージュ』

は、広義に捉えると1986年 か ら1993年 までの間に段階

的に受給対象の拡大をおこなった一連の措置をさす。住

宅手当ALSは1971年 創設の弱者世帯を対象 とする属人

的手当であるが、その後段階的に弱者世帯の定義をひろ

げ受給対象世帯の拡大を図っていった。創設時は 「65歳

以上の高齢者」、「心身障害者」、「25歳未満若年労働者」

だったが、その後1986年 に 「長期失業者」、1989年 に 「参

入最低所得」RMI受 給者 、1990年 に 「参入手当」受給者

へ と、順次支給対象世帯をひろげている。住宅手当ALS

は、属人的手当とい う点では住宅手当ALFと 変わ りない

が、子供の扶養 に資するための住宅手当ALFの 受給対象

外であった世帯を段階的に取 り込んでいったプ ロセスが

み られる。

長年住宅手当制度の受給の対象外にあった 「25歳以上

65歳 未満単身者」、「25歳 未満の非就業者」、「若年 でな

い扶養家族のない夫婦」のカテゴ リーを取 り込み、 「学

生」をも受給対象に入れた。 中等教育 を終えると親元か

ら独立する傾 向が強い欧米の若年者 にとって、一つの代

表的な若年者カテ ゴリーの 「学生」への住居費援助の効

果は大きい。「学生」の支給者数にみる実績 も無視できな

い。最後に1991年 から1993年 にかけては地域的な段階

を踏んで、今まで住宅手当ALF、 住宅手APLの 受給対象

者双方の受給資格に該当 しなかった者 も含めて全てを対

象にした受給措置がとられている。この住宅手当ALSの

縫合化政策 『ブックラージュ』によって、終了時の1993

年 には178万5,000世 帯が受給世帯にな り172億Fが 支

出されている。

4)《住宅手当APL、1と 住宅手当AP】L2の 一元化》

社会賃貸セ クターでは、協定付きの住宅手当APLIと

住宅手当APL2を 比べると、従来住宅手当APL1は 住宅

手当APL持 家 と同水準で支給基準が高かった。1993年

の終わ りには住宅手当APLの 受給世帯は262万8,000世

帯に達 し、住宅手当関連の支給総額は転居奨励金 も含め

て339億F、 うち住宅手当APL1に78%の264億Fが 、

住宅手当APL2に は18%の61億7000万Fが 支出され た。

1997年 以降は、社会賃貸セ クターでは、それまでの住

宅手当APLIと 住宅手 当APL2の 差をな くし住宅手当

APL1に 一本化 した。

5)《住宅手当ALと 住宅手当APLの 一元化》

社会賃貸セクターでは、基本的に協定を結んだ住宅向け

に住宅手当APL、 協定を結んでいない住宅向けに住宅手

当ALを 支給 していたが、2001年10月22日 以降住宅手



環境の悪化の中で出現 してきた困窮層に対す る重点的取

組 み と して受 け止 め られ る。 社 会 に お け る困 窮者

(personnesd6favoris6es)の 問題 を放置せず に、特に失業

(ch6mage)と 社会的排 除(exclusionsociale)に 対応す

る関連の制度 を用意 し、国 として暮 らしのセイフテ ィー

ネッ トの構築 と社会参入支援 を積極的に奨めてきたプロ

セスをみることができる。困窮層に対す る重点的な取組

みは、D.「 不安定化に対する給付」の枠組みで捉えるこ

とができるが、また、社会福祉制度の 「社会的 ミニマム」

とい うより広い枠組みか らも読み解 くことができる。

フランスの 「社会的 ミニマム」は、 日本の生活保護の

生活扶助に例え られ る場合もあるが、実際的にフランス

の 「社会的 ミニマム」は、各 リスク別に設けられた最低

所得保障の諸手当の総称である3)。 つま り、家族 リスク

を想定 して準備 された家族給付の各手当以外に、医療 リ

スク、老齢 リスクの領域の諸手当も含めて拾わなければ

ならない。とい うことで、「社会的 ミニマム」は、参入最

低所得(RMI)の ほか、単親手当(API)、 成人障害手当

(AAH)の ほか、特別連帯手当(ASS)、 参入手当(AI)、

老齢最低所得(MV)、 障害者最低所得(MI)、 寡婦手当

(AV)の8つ の手当の合計でその総体を把握することに

なる。これまで 「社会的 ミニマム」のRMI以 前の各手当

は人的属性 を絞ったが、RMIで はどうい う弱者かとい う

人的属性の制約は もうけずに、支給の際 の勘案条件 を所

得水準のみとした点が新 しい。

2.3家 族給付制度の動向

家族給付全体の支出は、1973年12000年 比で10.15倍

と、30年 弱の間に非常に顕著な伸びをみせていることが

着 目される(前 掲表一1)。

っぎに、家族給付 の種類別の支出内訳 をみてみたい(図

一2) 。1973年 時点では、家族給付全体の約9割 がA.「扶

養 給 付 」で 占 め られ て い て残 りの13,4%がB.「 住 宅 給 付 」

で あ っ た。 家 族 給 付 全 体 に 占 め るA.「 扶 養 給 付 」 の 割 合

は 、1970年 代 に は80%台 で 推 移 しな が ら減 少 傾 向 を み せ 、

1980年 代 に は70%台 、60%台 と減 少 を 続 け 、1990年 に は

59%の ラ イ ン に ま で 落 ち て き て い る。A.「 扶 養 給 付 」は 、

主 要 な カ テ ゴ リー で あ る に も 関 わ らず そ の 重 要 性 が 相 対

的 に低 下 し て き て い る現 状 を 明 らか に して い る。 一 方 、

逆 にB.「 住 宅 給 付 」 は 、 最 初 は 家 族 給 付 の 中 で ウエ イ ト

が 大 き い もの で は な か っ た が 、1973年 に13.4%、1980年

に17.Oo/・、1990年 に265%、2000年 に27.8%と 変 化 して

き て 、 現 在 で は3割 弱 を 占 め る に至 っ て お り着 実 に そ の

重 要 性 を増 して き て い る。残 りのC.「 障 害 給 付 」、D.「 不

安 定化 に 対 す る給 付 」 は 、 比 較 的 あ とか ら出 現 した 給 付

で あ る。C.「 障 害 給 付 」 は1980年 代 に 入 る と7.7%を 占

め る よ うに な り、そ の 後20年 間 の 間 に8%～9%台 を 占め

る よ うに な っ て き て い る 。 ま た 、D.「 不 安 定 化 に 対 す る

給 付 」 も 、1990年 代 前 半 か ら一 定 量 を安 定 的 に 占 め る傾

向 がみ られ2000年 に は1割 強 を 占 め るに 至 って い る。

3.暮 らしの『住』を支える住宅手当制度

2.3家 族給付制度の動向では、社会保障制度の枠組

みから住宅手当(=「 住宅給付」)に着 目した結果、家族

給付全体の約3割 までを占めてきていることが示 された。

3.暮 らしの 『住』を支える住宅手当では、住宅手当

を住宅関連支出を中心に住宅政策の枠組みか ら考察 し直

したが、住宅関連支出か らみた住宅手当支出も非常に大

きい点が着 目され る4)。1998年 の 『住宅会計1998年 』
"1998LECOMPTEDULOGEMENT"に よれば

、住宅

手当支出は1996年 実績 で全住宅関連支出の53.1%を 占め

ていてフランスの住宅政策の最重点施策であることが示

されている4)。 住宅手当支出は、1984年 か ら1996年 ま

でに実質65%の 上昇 をし、また1990年 から1996年 まで



当APLと 住宅手当ALを 一本化する方針が打ち出された。

所得が同じでも、住宅が協定 を結んだかどうかで住宅手

当の受給の可否の格差が出ていたこれまでの状況を解消

するものであった。2001年 以降、居住水準に関係なく所

得水準が同じであれば同 じ住宅手当額が支給 され 「水平

的公平性」が確保 されることになった。

6)《㎜ 受給者 との間の受給に関す る整合性の確保》

2001年 の改正のも う一つの点は、住宅手当を最大額で

もらえる所得幅を2倍 に引き上げることを決定 したこと

である。夫婦 と子供2人 世帯、第2ゾ ーンに居住 してい

る場合、所得幅を従来の2000F!月 か ら参入最低所得RMI

水準の4000F朋 に引き上げることにした。働いていない

RMI受 給者は参入最低所得RMIが 収入ゼロ扱いで住宅

手当が最大額240CIF1月 で貰える一方、働いてい る人は収

入2000F1月 以上では住宅手当額が急激に逓減 してい く状

況がみ られた(図 一3)。 こ うした状況下では働 く人のほ

うの勤労意欲が削がれるとい うジレンマがあった。改正

では、参入最低所得RMI受 給者 とそれ以外の人の間に存

在していた住宅手当額の乖離 とい う格差 を、住宅手当の

支給水準の見直 しによって是正 しようとした。 図中のラ

インBは2001年 以降、ラインAは2002年 以降の支給水

準をそれぞれ示 してお り2段 階に分けて完了する見込み

である。

今回の改正では、住宅手当制度の縫合化政策の枠か ら

さらに進んで、住宅手当制度 と参入最低所得RMIの 制度

との整合性の上に改正が求め られた ことが注 目される。

RMIの み、RMIと 住宅手当、住宅手当のみ と、制度間で

の複数の受給のあ り方が可能だが、重複受給も含めて参

入最低所得RMIの 受給が一般化 してきていることを裏

づけている。特に1980年 代か らのフランスの社会経済環

境の停滞へ の処方箋 として生み出 され た参入最低所得

RMIと の制度間での受給の整合性が不可欠になってきた

ことを示唆するものである。

3.2住 宅手当の実績

住宅手当の支給額 は安定的に伸び、家族給付全体の伸

び率を上回る伸び率で増 えてきていることは、2.3家 族

給付制度の動向で示 されたとおりである。

全国家族手当金庫CNAFの 資料か ら3つ の住宅手当の

支給額が出揃 う1980年 以降の変化を追 うと、3つ の住宅

手当(住 宅給付)支 出の合計 は、1980年 から2000年 ま

での20年 間では実質6.65倍 の水準にまで増え、1990年

か ら2000年 までの10年 間で も実質1.63倍 に増えている。

また、個別の住宅手当の推移を拾 うと、「住宅手当の支給

額の伸び」と 「住宅手当ALSの 支給額の伸び」の2点 が

特に注 目され る(図一4)。 住宅手当APLは 、1980年ノ1990

年比で20.7倍 とい う非常に顕著な伸びをみせ、また1990

年!2000年 比でも1.41倍 と順調な伸びを続けてきている。

最初の10年 の著 しい伸びは、特に1988年 住宅手当APL

の改正で居住水準未満の住宅 もその支給対象に入れ るこ

とで受給者 を増や したためである。1990年!2000年 比で

は1。41倍 に増えてきている。また住宅手当ALSは 、1980

年!1990年 比で2.75倍 、1990年12000年 比では2.45倍 と

顕著な伸びを示 しているが、これ も1986年 か ら1993年

に至るまでの縫合化政策 『ブックラージュ』の影響であ

る。住宅手当ALSは 住宅手当ALFの 緩慢なのびを上回

る勢いで伸び続け、1992年 か らは住宅手当ALFと 住宅

手当ALSの 住宅手当額が逆転 し以後住宅手当ALSの 方

は堅調な伸びを続けている。

生 暮らしの自立支援簑としての参入最低所得

4.1参 入最低所得RMIの 制度概要

つぎに、家族給付に比較的後から仲間入 りしてきた参

入最低所得RMIに ついて考察 したい。フランスは、1970

年代後半からスタグフレー ションに見舞われ景気刺激策

で乗 り切ろ うとしたが景気は低迷 したままであった。オ

イル ショック以降から既に、労働力人 口と実際の雇用労

働者数 の間に乖離が生 じ失業問題が大きな課題 として存

在 していた。失業の増大、それに伴 う生活不安定から、

フランスでは社会的排除(exclusionsociale)の 議論が早

くも1980年 代から行なわれた。

貧困(pavert6)や 生活不安定(precarit6)か らくる社

会的排除に対する1つ の措置 として、1988年12月1日

法 に よ っ て 参 入 最 低 所 得RMI:RevenuMinimum

d'insertionの 制度がつくられた。参入最低所得RMIは 、

社会的排除の人々を再び社会的に職業的に社会参入 させ

ることを目的に創設 され ている。制度は2面 性を持って

いて、「金銭的給付」とい う経済的側面と 「自立支援プロ

グラム」 とい う暮 らしの側面の2側 面がある。一方で家

計負担を助けもう一方で安定 して自立 した暮 らしを取 り

戻せるよう配慮 した制度の総合性が評価 されるところで

ある。

家族給付 のなかでは、D.「 不安定化 に対する給付」が

まさに、貧困や生活不安定への処方箋である。D.「 不安

定化 に対する給付」は、2000年 全体の約1割 台をキープ

す るまでに増 えた。そ してD.「 不安定化に対する給付」

の殆 ど参入最低所得RMIだ が、その参入最低所得RMI

は、「社会的 ミニマム」の枠組みからも考察す ることがで

きる。 「社会的 ミニマム」と呼ばれ る最低所得保障制度の

58%は 、家族給付(API、AAH、RMI)、 すなわち家族 リ

スクに対する給付 として支払われ、後の残 りは失業 リス

クと老齢 リスクに回されている。参入最低所得RMIは8

つある 「社会的 ミニマム」の手当の中では近年10年 間で



唯 一 伸 び が 顕 著 な 給 付 で 、 「社 会 的 ミニ マ ム 」全 体 の 伸 び

(給 付 額)が1990年:1998年 比 で1.1倍 に と どま る な

か 、 参 入 最 低 所 得RMIだ け が2.35倍 もの 伸 び をみ せ て

い るの が 注 目 され る(図 一5)。

4.2参 入 最 低 所 得RM1の 特 徴

1)「 参 入 契 約 」

参 入 最 低 所 得RMIの 手 当 の 申 請 は 、CCAS市 の 福 祉 事

務 所 か 県 の社 会 福 祉 サ ー ビス 局 で お こ な う。 そ の 後 、 申

請 書 等 の 書 類 は 家 族 手 当金 庫CAFま た は 農 業 社 会 共 済

組 合MASに 送 られ 、 こ こ で 最 終 的 な支 給 の 可 否 が 決 ま

る。 受 理 され る と 、3ヶ 月 後 に 本 人 と地 域 参 入 委 員 会

CLI:CommissionLocaled'Insertionの 問 で 「参 入 契 約 」

Contratd'Insertionが 結 ば れ る とい うチ ャ ー トが 示 され て

い る。 「参 入 契 約 」は 、実 体 的 に は 「自 立 支援 プ ロ グ ラ ム 」

の 詳 細 計 画 を約 束 す る も の で あ る。 「参 入契 約 」に は 、世

帯 属 性 等 の 簡 単 な 記 述 に加 え て 、(1)プ ロ グ ラ ム の タ イ プ 、

(2)詳 細 プ ロ グ ラ ム 、(3)達 成 方 法 、(4)社 会 福 祉 担 当 官 の

コ メ ン ト、(5)地 域 参 入 委 員 会 の 評 価 が 記 入 され る。

2)「金銭的給付」

参入最低所得RMIの 「金銭的給付」の特徴 は、補足手

当とい う点にある。世帯人数毎に設定 される参入最低所

得RMIの 額 と実際に受け取る各種給付等収入の合計の

差額 を補足手当、すなわち参入最低所得RMIと して受給

す る。受給者は、原則、収入 が最低限度所得未満の25

歳以上の個人であるS。(表 一2、

参入最低所得RMIは 、社会保障制度の家族給付制度の

枠組みの中のプログラムで、最低所得を保障するとい う

その類似性か ら日本の生活保護の生活扶助に例える人 も

いる。 しか し、その 「金銭的給付」に終わ らず、その制

度の個性が社会的に職業的に参入 させるための 「自立支

援プログラム」によって説明されることか らも似て非な

るものである。

3)「 自立支援プログラム」

ここで、実際の参入最低所得RMIの 運用実態 を少 し紹

介 したい(表 一3)。

全国共通に記入する 「参入契約」の書類フォーマ ッ ト

では、「自立支援プログラム」は、①社会生活、②保健衛

生、③住宅、④職業訓練、⑤就業の5タ イプに分類 され

ていが、 ヴァル ・ド・マルヌ県のシ ョワジー ・オル リー

市の場合には、① 「社会生活」、② 「住宅」、③ 「資金援

助」、④ 「保健衛生」、⑤ 「行政手続き支援」、⑥ 「職業訓

練」、⑦ 「雇用」の7タ イプに分かれてい る。1ヶ 月の平

均受給者数は333.28人(2000年)で ある。入れ替 わり

があ り利用の実体 を掴むのは実際には難 しい ともいわれ

る。それは、RMI受 給開始者 とRMI受 給修了者が月 ごと

に変動するか らである。また、参入最低所得RMIに 申請

しても締結にまで至る人の割合、っま り契約率は22.22%

に過ぎない。誰 もが簡単に参入最低所得RM【 締結にいた

るわけではないことがわかる。参入契約を結んでか らの

「自立支援プログラム」の利用は1つ にかぎられている

わけではなく、複数プログラムの利用が可能で参入契約

1件 当た り1,76プ ログラムの利用がある。

「自立支援プログラム」を利用度の多い順 にみると、

カ テ ゴ リー一順 に 、 「資 金 援 助 」(48.88%)、 「雇 用 」

(42.22%)、 「職 業 訓 練 」(21.48%)、 「保 健 衛 生 」

(13.33%)、 「住 宅」(5.18%)、 「行 政 手 続 き支 援 」

(0.74%)の カテゴリー順になっている。 「住宅」関連の

比率が相対的に低いのではないか との問いに市の担 当者

はつぎのように答える。オル リー市の場合 は市人 口全体

に占める団地人 口の割合が高 く、国の補助金を入れた大

規模な団地更新事業 『地区社会開発』DSQ、 『都市社会開

発』DSUを10年 以上にわた り実施 してきて住宅が居住

水準に達 しているので、全国平均と比べて 「住宅」関連

のプログラムの利用が相対的 に少ない。 しか し、「住宅」

関連の利用が低いのはむ しろ例外的な傾 向だとも付 け加

えていた。最も多い 「資金援助」が5年 前の1995年 時点

で10%に すぎなかったのが2000年 では48.9%と 約5倍 に

膨れ上がっている。「資金援助」は、交通チケッ トの支給、

休暇援助金、移動援助金等実際には大きな支出ではない。

しか しそ うした交通費等の出費ができない為に郊外から

都心まで就職活動に出かけていけないという例もある。

社会参入への第一歩を踏み出せないでいる人に対 して、

「資金援助」はきっかけを提供するためのツール として

登場 している。また、「雇用」のプログラムも多く利用さ

れてお り全体の4割 以上を占めている。例 えば、「雇用」
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のプログラムも多く利用されており全体の4割 以上を占めてい

る。例えば、 「雇用」の連帯雇用契約CES:ContratEmploi

Solidaliteのプログラムは、RMI受 給者等失業者向けの公的機関

における期間限定の雇用プログラムで、その間国が報酬の一部

と社会保障拠出金の事業者負担分を補助するもので、こうした

国の制度との連携が必須になる。

4.3参 入最低所得RMIの 関連

参入最低所得RMIは その性格の特異性に配慮を要するが、基

本的には参入最低所得RMIが 『住』を含む暮 らし全般にわたる

生活支援策なので、『住』を中心とする経済的な生活支援制度の

枠組みの構成に加えられるべきものである。参入最低所得RMI

は生活全体の安定化をめざす役割を担い、家族給付制度の数あ

る手当の中で人的属性を問題にしない手当で多様化しつつある

フランスの世帯構造を背景にどの世帯にも公平に効果を及ぼす

ことができる、そうした普遍性故に住宅手当と併せての考察が

期待 され る。

参入最低所得RMIの 受給者は、増加の一途を辿 り2000年 に

は113万4000世 帯にのぼる。うち、5万2㎜ 世帯は1988年 創

設時から継続受給世帯である。受給率は、本国で3,3%、 海外県

で17%、 フランス全体では3.7%で ある。住宅手当受給世帯、630

万世帯、受給率24%(1998年)と 比べるとウエイ トは低いが、

現代フランス社会の大きな政策課題である生活困窮者への重点

的な費用配分状況を考慮すると、その役割は改めて重要である。

実際の運用面でも、住宅手当と参入最低所得RMIの 重複受給の

実体が着目される。社会住宅手当ALSの 縫合化政策 『ブックラ

ージュ』によっても、RMI受 給者にALSの 受給への門戸を開

放 し、重複受給の実態は無視できないものになっている。

5.ま とめ

今回の研究では、『住』を中心とする経済的な生活支援制度

の枠組みとその実態を探ることに目的があった。現代フランス

社会の 『住』を中心とした暮らしの全体像をとらえるには、狭

義には住宅手当制度の考察で可能だが、実態的には広義に解釈

して参入最低所得RMI制 度をも捉える必要があるとのスタンス

から研究を開始した。参入最低所得RMIは 、「金銭的給付」の部



分も 「自立支援プログラム」の部分も生活全般の支援に対応で

きるが、『住』支援にも非常に有効に利用できるツールとして期

待されているものだからである。

今回の研究の特徴は、これまでの住宅手当を論 じてきた住宅

政策の枠組みからあえて離れて、社会保障制度の家族給付制度

の枠組みの中で、『住』関連政策 を新たに評価 し直そ うとした点

にある。

フランスの住宅手当制度は、住宅政策では住宅関連支出の5

割を占める最も大きな政策ツールとしてのポジショニングをア

ピールしているが、家族給付制度でみても、B.「住宅給付」の

カテゴリーは伸びが顕著で現在では3割 を占めるに至っている。

一方で家族給付制度の主流に位置すべきA .「扶養給付」は現在

5割 をかろうじて占めているがそのウエイ トの減少傾向は子供

の養育支援策の減退という別の側面から懸念が示されてもいる。

また、住宅手当制度では、制度変容のプロセスを考察するか

ぎり、1988年以降今日に至るまで縫合化政策『ブックラージュ』

を堅実に前進させているといえよう。(1)住宅手当APLの 縫合化、

(2)住宅手当ALSの 縫合化、そして(3)APLとALの 一元化と、社

会賃貸住宅セクターに限られてはいるが、「水平的公平性1を求

めての一連の改革の方向性がそこには連続的に示されている。

その一方で、給付対象が増加の一途にあり支出面での抑制も検

討課題 となろ う。

『住』関連施策としての参入最低所 得RMIも 考察が不可欠

だとしたが、家族給付制度のD.「 不安定化に対する給付」に位

置づけられ割合は全体の1割 程度を占め、生活困窮者層への対

応に予断が許 されないフランスの社会経済環墳を示唆するもの

になっている。

また住宅手当と参入最低所得RMIの 関連については、後者

の参入最低所得RMIも 特例的ではなく一般的に受給する手当

なのであれば、2っ の受給者カテゴリー間での受給の整合性を

とることは不可欠である。今後、住宅手当と参入最低所得RM

Iの運用面での一元的管理も部分的には検討される可能性があ

るであろう。

今回の研究では、フランスの家族給付制度全体の枠組み全体

の方向性、そ して住宅手当制度と参入最低所得RMI個 々の制度

概要と運用実態の基本的な部分を明らかにすることができた。

今後残された課題は、住宅手当制度の縫合化政策 『ブックラー

ジュ』の行方を見据えること、また住宅手当制度と参入最低所

得RMIの 重複受給の実態に踏み込んでその課題を考察するこ

とである。

〈注>

1)「石 への 援助 」 とは 、 あ る所 得 カ テ ゴ リー の 世帯 の 「支払 い を可能 に

す る た め家 賃 や 住 宅 ロー ン償 還 額 の水 準 を引 き 下 げ る こ と を 目的 と し

た 、 自家 用 或 い は 賃貸 用 の 住 宅 建 設 へ の 財 政 的 援 助 で あ る。(出 典:

MERLIN(P.)etCHOAY(E)-Dictionnairede1'Urbanismeetde

1'Am611agem㎝t-P.U.E:Paris,1988)

2)「 人への援助」 とは、世帯に与 えられる財政的援助である。 その人

の賃貸或いは所有す る住宅の特質や価格に対応 し、さらに家族の扶養状

況や所得 に対応す るものである。(出 典:1)に 同 じ)

3)「社会的 ミニマム」 と呼ばれ るこれ らの手当は、社会保障制度 の家族

給付制度 の中の無拠出型の給付に分類 され る。

4)"LEcoMFIEDULOGEMENT1998"に よれば、1996年 の租税支出

は26,342millionsF、 実行援助 は110,443millionsFで 、住宅関連支出の

合計は136,785millionsFで ある。住宅手 当支出は72,593millionsFで 全

住宅 関連支出の53.07%を 占めている。

5)25歳 未満で も受給で きる例外 として子供 を養 育 している場合があげ

られ る。
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